


（独）医薬基盤研究所
• 運営は非公務員型独立行政法人
• 職員数約９５名（正規職員；事務官含
む。企業派遣職員・リサレジは別で５０
名程度を見込む）

• 一般会計予算規模１１６億円程度（９０
億円のextramural research fundを含
む）

• 性格の異なる機関の一部を新たな理
念で統合

• 大学の基礎研究でも、企業の応用研
究でもない、基盤研究という新たなカ
テゴリーの研究の創設

• 研究を自ら行う他、資金や研究資源の
安定供給で他の研究機関を支援する
全国的広がりをもった組織

• 地域の産学公連携のシナジー効果



独立行政法人医薬基盤研究所への各組織からの移管・統合について

（２）医薬品等の研究開発振興

（３）生物資源の研究

（１）医薬品等の基盤研究
国立感染症研究所

生物学的製剤の検査、検
定、試験的製造

医学実験用霊長類センター

遺伝子バンク、実験動物開発

感染症に関する研究

（独）医薬品医療機器総合機構

平成16年4月発足

健康被害救済業務

安全対策業務

研究開発振興業務

審査関連業務

医薬品・食品等の試験・検査・研究

薬用植物栽培試験場

細胞バンク

国立医薬品食品衛生研究所

（独）医薬基盤研究所
平成1７年４月発足

医薬品等の基盤研究

※法人の主たる事務所として移管。

国立医薬品食品衛生研究所

　大阪支所



国立試験研究機関の重点整備・再構築について

経 緯

平成７年１月、厚生省の試験研究体制について、時代の要請に迅速かつ的
確に対応し、２１世紀に向けて厚生科学研究の一層の推進を図るため、試験
研究機関の重点整備・再構築等の改革を実施することとし 「２１世紀に向、
けた厚生科学研究の総合的推進について」を策定した。
これまで、その後の事情変更に対応する調整を行いつつ、順次、国立試験

研究機関の組織再編を進めてきた。

策定平成７年１月 ｢２１世紀に向けた厚生科学研究の総合的推進について｣

（閣議決定）平成７年２月 「特殊法人の整理合理化について」

平成８年12月 国立社会保障・人口問題研究所の発足
（特殊法人社会保障研究所と人口問題研究所を再編）

平成９年１月 国立多摩研究所を予防衛生研究所のハンセン病研究センター
に改組

平成９年４月 国立感染症研究所の発足
（国立予防衛生研究所を改組）

平成９年７月 国立医薬品食品衛生研究所の発足
（国立衛生試験所を改組）

平成９年12月 行政改革会議最終報告
（独立行政法人制度の創設を提言。併せて独立法人化等の検討対象と

なりうる業務として国立健康・栄養研究所が明記される ）。

施行は平成13年１月６日）平成11年７月 「独立行政法人通則法」公布（

平成13年１月 国立公衆衛生院廃棄物工学部を環境省国立環境研究所へ移管

平成13年４月 （独）国立健康・栄養研究所の発足

平成14年４月 国立保健医療科学院の発足
（国立公衆衛生院を改組）

平成17年４月 （独）医薬基盤研究所の発足



国立試験研究機関重点整備・再構築の変遷（平成７年度以降）

平成７年４月策定の重点整備・再構築案（現行機関 再構築案） 平成７年度以降の変遷及び今後の予定→

※ 名称は全て仮称（Ｓ４０．１～）

（Ｈ８．12）特殊法人社会保障研究所
国立社会保障・人口問題研究所 国立社会保障・人口問題研究所（Ｓ１４．８～）

人口問題研究所

（Ｓ１３．３～）

（Ｈ１４．４）国立公衆衛生院
国立保健医療福祉政策研究所 国立保健医療科学院（Ｓ２４．６～）

国立医療・病院管理研究所
研修センター

（Ｔ９．９～） （Ｈ１３．４）

国立健康・栄養研究所 国立健康科学研究所 独立行政法人国立健康・栄養研究所

（Ｓ２２．５～）

（Ｈ９．４）国立予防衛生研究所
国立予防科学研究所 国立感染症研究所（Ｓ３０．７～）

（Ｈ９．１）国立多摩研究所
ハンセン病治療研究センター ハンセン病研究センター

（Ｍ７．３～） （Ｈ９．７）

（府中市に移転予定）国立衛生試験所 国立衛生科学研究所 国立医薬品食品衛生研究所

（Ｈ１７．４）

大阪支所 国立厚生科学基盤技術開発研究所 独立行政法人医薬基盤研究所
















